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抄録

第二次世界大戦後，外国人労働者を多数受け入れた欧州では，移民関連の問題が次第に深刻化し

ていった．そのような問題のなかに，移民の宗教的価値観と受入国の社会制度との間で生じる文化

摩擦がある．この文化摩擦の深刻度やその現象形態は国によって異なる．本稿の目的は，西洋先進

国において移民と受入国社会の制度との間で宗教が関連する文化摩擦の現象形態や深刻度が異な

る要因について探ることであった．まず，先行研究を検討し，移民の所属階層の差異や，移民の宗

教が受入国の主流派宗教とどの程度異なるか，移民の宗教儀礼が公共空間の振る舞いに関わるか否

かといったことが，重要な要因であることを確認した．さらに，西洋先進国におけるムスリム女性

のヴェール論争を事例に，先行研究を資料とした国家比較から，ある程度一般化可能な構図を導出

した．その構図によれば，この問題に関して，移民側の要因としては宗教が，受入国側の要因とし

ては経路依存的に作られた制度，アイデンティティ，多数派宗教が重要な役割を演じる．これらの

要因の相互作用のなかで，政治化された文化摩擦の現象形態や深刻度が国によって異なる様相を帯

びる．最後に，この構図の有効性の一端を示す目的で，ムスリムとの文化摩擦をいかに解決すべき

かを論じたドイツの学者の思想を，構図を用いて分析した．

１． 問題の所在 

第二次世界大戦後，外国人労働者を多く受け入

れた欧州では，移民（注 1）関連の問題が次第に深刻

化していった．欧州では，当初，一時的な外国人

労働者と考えて受け入れていたが，結果的に永続

的な滞在者になっていき，移民第一世代のみなら

ず第二世代，第三世代との間の文化摩擦も深刻化

していった（Beck und Beck-Gernsheim 2011=2014: 

273-6[1]; 内藤 2019: 123, 135-62[2]）．

ある社会への新参者――本稿の場合は「移民」

――が当該社会で行う行為に関して，受入社会で

ある国や州によって，社会制度が絡む文化摩擦が

生じたり生じなかったりする要因や文化摩擦の現

象形態を異ならしめる要因は何なのか．新参者と

受入社会，それぞれのどのような要因が相互作用

することで，社会制度を揺るがすと当該社会の

人々によって捉えられるような文化摩擦や，社会

制度に変更が加えられるほどの文化摩擦が生じて

いるのか．このことを，欧州を中心とした西洋先

進国におけるムスリム問題の一つであるヴェール
（注 2）論争を事例として取り上げ，政治化された文

化摩擦のある程度一般化可能な構図を抽出するこ

とが本稿の目的である．

その際，例えば S.ハンチントン（Huntington 

2004=2017[3]）のような，移民の側に一方的に文化

摩擦の原因を帰属させ，移民側に一方的に受入社

会への同化を求めるようなスタンスの研究ではな

く，移民側の要因と受け入れ社会側の要因との相

互作用によって生じる摩擦という着眼点の研究に

検討の対象を絞る．そのような先行研究において，

ヴェールをめぐる文化摩擦の国家間比較は，二国

間，三国間などすでになされている．例えば，C.
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ヨプケは，単著でイギリス，フランス，ドイツの

比較や（Joppke 2009=2015[4]），J.トルペイとの共著

でフランスとドイツとアメリカ合衆国とカナダの

比較を行っている（Joppke and Torpey 2013[5]）．J.

ホイットマンは，アメリカ合衆国とフランスを中

心とする大陸欧州との比較（Whitman 2008[6]）を，

安達智史はイギリスとフランスの比較を行い（安

達 2013[7]），内藤正典らは共同研究でフランス，

ドイツ，ベルギー，トルコのヴェール問題を論じ

ている（内藤・阪口編 2007[8]）． 

しかし，特に欧州を中心とした西洋先進国にお

ける文化摩擦の現象形態が異なることの相互作用

要因の構図を，ヴェール論争を題材に示した研究

は，管見によれば，少なくとも日本語で書かれた

それは存在しないようだ．そこで，本稿において

は，先行研究を資料として用い，それらの比較研

究から，ある程度一般化された文化摩擦の対立構

図を抽出したい．また，本研究は，より正確には，

裁判や法改正に至ったという意味で社会制度が絡

む文化摩擦について，どのような要素と要素の相

互作用により，どのような点がいかなる観点にお

いて問題化されているかを探るものである．つま

り，文化摩擦の研究者や受入社会の成員や移民ら

が社会制度との関連で何を争点ととらえているの

かについてのおおまかな構図を作ることが本稿の

目的である． 

ただし，ここで提示される構図の適用範囲は，

地理的には，西洋キリスト教文化圏の先進国に，

時期的には，移民がエスニシティではなく宗教に

よって自らのアイデンティティを構築するように

なり，受入社会が移民の文化的統合問題をエスニ

シティではなく宗教的カテゴリーで認識するよう

になった時代に限定される．そのような傾向は，

例えばドイツでは 1990 年代に，イギリスでは 1980

年代末ごろから顕著になり，9.11 はそのような傾

向をいっそう強化した（安達 2020: 3-7[9]; 内藤 

2004: 66-7[10]）．また，文化摩擦全般というよりも，

文化摩擦が政治化されるような事象に考察の範囲

を限定する． 

以下では，まず，移民を巡る文化統合問題の全

体的状況を確認し，ムスリムが他の移民集団に比

べて問題化されがちなムスリム側の要因と，受入

国においてムスリムがあまり問題化されない国に

おける，問題化されない宗教以外の要因について

確認する．文化摩擦を引き起こす宗教以外の要因

を先にあげることで，文化摩擦を引き起こす要因

は複合的であり，後に指摘することになる宗教や

受入国の社会制度の影響は限定的であることを確

認するためである．それは同時に，本稿の研究成

果の適用範囲を限定するものでもある．次いで，

ムスリム女性が公的空間で被るヴェールを巡る論

争を題材として，裁判で争われる，あるいは新し

い法律の制定に至るという意味で，受入国の社会

制度を揺るがした文化摩擦についての先行研究を

比較検討し，文化摩擦が何と何の間で生じている

のかを紐解き一般化するための分析的な構図を提

示する．最後に，この構図の有効性の一端を示す

目的で，ムスリムとの文化摩擦の解決策を論じて

いるドイツの研究者の思想を事例として取り上げ，

その構図を用いて彼らの解決策を分析する． 
 

２． 移民を巡る文化統合問題の差異の全体的状況 

ここでは，西洋先進諸国における移民を巡る文

化統合問題の全体的状況を確認し，ムスリムが他

の移民集団に比べて問題化されがちとなるムスリ

ム側の要因と，ムスリムがさほど問題化されない

受入国における，問題化されない宗教以外の要因

について先行研究を参照しつつ確認する． 
 

2.1. ムスリムとの文化対立の様相や深刻度が

受入国によって異なる理由 
大陸欧州諸国やアングロサクソン諸国では，移

民増加にともない，取り組むべき新しい課題に直

面してきた．そういった課題の一つが文化統合で

ある．しかし，その課題の中身や深刻さは国によ

って異なる．よく知られているのはムスリムとの

文化摩擦であるが，これはアメリカ合衆国やカナ

ダといった北米においてよりも欧州で顕著である

（Joppke and Torpey 2013: 10-1[5]）． 
なぜ欧州においてムスリムとの文化摩擦がより

顕著なのか．先行研究によれば，まず，移民に占

めるムスリムの人口比の違いがある．R.クープマ

ンズによれば，外国生まれの者の人口比は，合衆

国 12.9％，カナダ 19.8％，オーストラリア 23.9％，

フランス 11.1%，ドイツ 12.0％，イギリス 11.3％

であるのに対し，移民第二世代以降も含むムスリ

ムの人口比は，合衆国 0.8%，カナダ 2.8％，オー

ストラリア 1.9%，フランス 7.5%，ドイツ 5.0％，

イギリス 4.6％である（注 3）．このように，合衆国，

カナダ，オーストラリアといった伝統的な移民国
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家において移民に占めるムスリムの人口比は小さ

く，欧州において大きい（Koopmans 2013: 150-1[11]）． 
ムスリムの移民に占める人口比の小さい合衆国

には，どのような移民がいるのか．合衆国の 2017

年における新規移民の出身国上位 5 か国とその構

成比率は，一位から順にメキシコ 15.1%，中国 6.3%，

キューバ 5.8%，インド 5.4%，ドミニカ 5.2%であ

る（永吉 2020: 15[12]）．これに対応して，合衆国に

おける文化統合を巡る問題は，欧州とはその中身

が異なる．すなわち，合衆国の移民の大半はキリ

スト教徒であり，移民を巡る文化統合の問題がイ

スラムという宗教である欧州に対し，合衆国では

スペイン語という言語を中心とするものになる

（Joppke and Torpey 2013[5]: 12; Joppke 2017: 25[13]）． 
次いで，移住してくるムスリムの学歴や収入も

国によって異なることがあげられる．ムスリム移

民は他のマイノリティ集団に比べて労働市場や教

育システムにおいてより低い位置にあるが，国ご

との差異も存在する．イギリス，カナダ，合衆国，

オーストラリアのムスリム移民第一世代の学歴は，

ドイツやフランスのムスリム移民第一世代のそれ

に比べて総じて高い（Koopmans 2013: 158[11]）．合

衆国やカナダにおいてムスリム移民は，アメリカ

人やカナダ人よりも概して高学歴，高収入である

（Joppke and Torpey 2013: 12[5]）． 
ここから分かるのは，どのような移民――高度

技能者なのか，単純労働者なのか，どこの地域の

出身者か，どの宗教の信者か――を受け入れるか

という受入国の移民政策も，文化摩擦の起こりや

すさに影響を与えるということだ．ヨプケとトル

ペイは，合衆国やカナダにおいてムスリムとの衝

突が欧州よりも少ない理由として，合衆国やカナ

ダの制度や移民歓迎文化の優位性よりも，どのよ

うな移民を受け入れているかといった要因の方が

重要であると述べている（Joppke and Torpey 2013: 

12[5]）． 
 
2.2. ムスリム問題が注目を集めやすい理由 

なぜ，他の集団よりもムスリムが問題として取

り上げられやすいのか．先行研究は，ムスリムが

社会制度にかかわる宗教的摩擦を起こしやすい傾

向にあることを指摘する． 
クープマンズによれば，どの移民も個人の市民

権や平等な扱いを獲得することに等しく関心をも

つが，文化的権利に対する要求の度合いは移民集

団によって異なる．学校での移民の母国語クラス

といった一般的な文化的権利は，欧州やアングロ

サクソンの受入国において大半の移民集団に対し

て支援がなされている．しかし，文化的権利に対

する要求の多くは，食事や服装，男女の関係にか

んする規制といった，特定の集団に特有のもので

ある．そのような要求は，受入社会の宗教から外

れた宗教を信奉する集団からなされることが特に

多い．しかし，宗教的権利の要求は，エスニック

な要求よりも受け入れることが困難である．なぜ

ならそのような要求は，単なる習慣に関するもの

ではなく，しばしば聖なる義務と見なされること

が多く，要求者にとって聖なる義務に関して要求

内容の譲歩はできないからである．そして，マイ

ノリティ集団からの受入国への宗教的権利要求は，

仏教徒や道教や儒教の信奉者においてはほとんど

存在せず，ヒンズー教徒やユダヤ教徒からは多少

なされる程度で，ムスリムによるものがその大半

を占める．加えて，イスラム教の信仰は公共空間

での振る舞いにかかわるため，問題化されやすい

（Koopmans 2013: 150-1[11]）．こういった理由から，

ムスリムは他の社会集団よりも，ここで考察対象

となっている西洋の受入社会との文化摩擦を起こ

しやすくなると先行研究では考えられている． 
なぜ公共空間での振る舞いが問題化されやすい

のかについては，西洋社会の側の事情も絡む．近

代（西洋）社会において，国によって程度の差は

あるものの（注 4），政治と宗教とは分離され，宗教

は個人の内面領域を構成する機能を担うようにな

り，人の生き方に対する指針を与えるものとなっ

た（正村 2009: 133-4[14]）．ところが，イスラムの

教えは内的思惟としての信仰と，外から見ても分

かる行為規範とを分離することができない（内藤 
2007a: 14[15]）．中田考によれば，思考様式の西欧化

は，とりわけ政治思想の領域において，ムスリム

世界においても進行している（中田 2015: 205[16]）．

しかし，振る舞いにかかわる宗教的慣習のうちの

少なくともいくつかは，それを実践する――例え

ばヴェールを被る――ことを選択した当事者にお

いては，信仰と行為規範を，私的空間，公的空間

といった空間の区別によって分離することを困難

と感じる者も存在するであろう． 
ただし，留意すべきは，同じ宗教の信者でもそ

の信仰内容が同一とは限らず，また彼らが同じ権

利要求を受入国に行うとは限らないことである．
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というのは，まず，同一宗教の信者であってもそ

の内容は地域により異なりうる（菊池 2008[17]）．

次いで，ある地域の出身者がその出身地域の伝統

と結び付いた宗教を，移住先でも信仰し続けると

は限らない．例えば，移住第二世代以降のムスリ

ムは，親世代のムスリムの信仰と同様の信仰を必

ずしももつわけではない．欧州でイスラムを選択

する第二世代，第三世代がアイデンティティ希求

の過程で出会うイスラムは，親世代の出身地域の

伝統や文化と混合したイスラムではないことも多

い．彼らのなかにはインターネットを介して得た

知識に基づいてコーランを主体的に再解釈し，ム

スリムとしての行動指針を立てる者もいる．さら

に，イギリスでもフランスでも多数のムスリムは

当該社会の価値体系を共有しており，社会への適

応を果たしているムスリムの場合，イスラムの信

仰と現代社会の価値観とが矛盾なく共存する事例

も見られる（安達 2013: 357-83[7], 2017: 110-19[18]; 

伊達 2018: 21, 206-9[19]; 内藤 2007a: 12-3[15]）．よっ

て，文化摩擦がムスリムであれば必ず生じるとい

うわけではない． 
 

３． 社会制度にかかわる文化摩擦――ヴェール論

争を事例として 

3.1. ヴェール論争を事例として取り上げる理

由 

本稿は，以下のような理由でヴェール論争は事

例として取り上げる意義があると考える．まず，

既述のように，イスラム教の信仰は公共空間での

振る舞いにかかわる．公共空間において宗教的と

受け取られる振る舞いは，近代社会では後で述べ

るように受入国の社会制度と衝突する可能性があ

る．社会制度との衝突は個人による柔軟な解決が

困難で，社会の根幹を揺るがすものとなる可能性

を孕む，あるいはそのようなものとして受入国の

多数派から受け止められる可能性がある．ヴェー

ルは，このような社会制度との衝突の一例として

とらえることが可能である． 
次いで，ヴェール論争の，部外者が見た場合の，

ある種の捉えどころのなさがあげられる．テロな

どの暴力行為は，それが誰によってなされたもの

であっても，物理的暴力を国家が独占する（した

がって個人による仇討ちが違法とされる）近代社

会においては，明らかに犯罪といえるのに対し，

公共空間におけるムスリム女性のヴェールの着用

は，それとは様相が異なる．ヴェールの着用は，

いわゆる近代社会においても，国によって，ある

いは同じ国でも州によって違法とされたりされな

かったりと，その扱われ方が異なる（内藤 
2007a[15]）．また，ヴェール着用の論点と考えられ

ているものが一つに絞られてもいない．例えば，

内藤は，ヴェール問題は現代欧州におけるイスラ

ムに対する敵対的議論の一つだとし，世俗主義の

西欧とキリスト教の西欧の双方と対立するものと

見なす（内藤 2007a: 25, 28[15]）．ドイツの政治社会

学者のヨプケはヴェールを「リベラリズムへの挑

戦として捉え」（Joppke 2009=2015: v[4]）る．さら

に，ヴェールはジュンダー問題として指摘される

場合もある（Joppke 2009=2015: 4[4]; 内藤 2007a: 

8-9[15]; 森 2007[20]; 阪口 2007: 39-41[21]）．ジェンダ

ー問題としてのヴェールについては本稿では詳し

くは扱わないが，この側面における問題の複雑さ

については森千香子が詳細に論じている（森 
2007[20]）．このように，公共空間におけるヴェール

の着用という一つの行為に対して，複数の争点が

投げかけられている．これもヴェール論争に着目

する理由である． 
複数の争点が投げかけられる理由として，西洋

社会における移民ムスリム女性の立ち位置があろ

う．すなわち，彼女たちが，一つには，移民，す

なわちよそ者であること，二つには，9.11 以降の

西洋社会におけるムスリムとして「社会への忠誠

に常に疑義が投げかけられて」（安達 2020: 6[9]）

いること，さらには，女性として，その身体が「善

き社会秩序の理想と結びつき」（安達 2020: 8[9]），

彼女らの見た目や振る舞いが「社会的・政治的に

議論，定義，管理される客体として現象する」（安

達 2020: 8[9]）ことが考えられる．彼女たちがいく

つもの点で主流派から「異質な」客体として眼差

される存在であるために，幾重もの意味で政治的

な論争の対象となりやすいのであろう． 
さらに，文化摩擦のうちのいくつかは，移民と

受入社会の両者の相互作用によって生じたり生じ

なかったり，あるいはその現象形態が異なりうる．

そのような文化摩擦の一例がヴェール論争である．

ヨプケは，イスラムのヴェールが受入社会のアイ

デンティティの鏡として機能していると指摘した

（Joppke 2009=2015: 206[4]）．ヨプケの指摘にある

ように，ヴェールには，その鏡である側面，すな

わち社会ごとの個別の差異を反映する側面がある．
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しかし他方で，後に示すように，その論争の構図

がある程度一般化可能であるという側面ももつ．

つまり，ヴェール論争は以上の二つの性格を併せ

持つ．これがヴェール論争を取り上げる第三の理

由である． 
 
3.2. ヴェール論争の現象形態の国別比較 
ここでは事実確認を行う．すなわち，ヴェール

を巡る問題の現象形態とそれへの制度的応答は，

フランス，イギリス，ドイツ，合衆国の国ごとに

いかに異なるのかについて，フランスとの対比と

いう形で見ていく．このような形をとる理由は，

一つは，以下で見るように，先行研究においてフ

ランスとある別の国の対比という形でヴェール論

争の違いを論じているものが複数存在するため，

相違点を提示しやすいという実用主義的なそれで

あり，もう一つは，フランスという国が公共空間

における政教分離を他の西洋諸国と比べてもかな

り徹底した形で行った国であること（阪口 2007: 

53[21]）があげられる． 
フランスでは 2004 年に，公立学校において生徒

がこれみよがしな宗教シンボルを着用する行為を

禁止する法律が制定された．この法律は，実質，

ムスリムの女生徒のヴェール着用行為を対象にし

たものであった．さらに，2010 年には目と手の部

分以外の全身を覆うニカブや，目の部分も格子状

になっていて外から様子を伺うことのできないブ

ルカの着用を公共空間全般において禁じる法律

「これ見よがしな宗教シンボル着用の禁止法」が

定められた（伊達 2018: 41-2[19]; 森 2007: 156[20]; 
内藤 2007a: 4[15]; 阪口 2007: 30-1[21]）． 

歴史的にフランスは，共和制下で国家と教会を

分離し，公的領域ではライシテを貫く世俗主義国

家となった．国家と宗教を切り離し，政治だけで

なく，行政，立法，司法そして公教育の場での非

宗教性を維持するという原則である．2004 年の法

律では，公立学校でのヴェールがこのライシテの

法律によって禁じられた．この法律は，ムスリム

のヴェールの着用のみを禁じているわけではない．

「これ見よがし」の宗教シンボルには，キリスト

教の十字架，ユダヤ教のキッパ（帽子）なども含

まれる．しかし，公立学校におけるムスリムのヴ

ェール着用をめぐって 15 年もの間激しい論争が

展開されてきたという経緯を考えれば，主として

ムスリムのヴェールが念頭に置かれていることは

否めない（伊達 2018: 41-2[19]; 森 2007: 156[20]; 内

藤  2007a: 6[15]; 阪口  2007: 30-1[21]; 只野  2007: 

91[22]）． 
他方，2010 年のブルカ禁止法は，公的秩序とい

う概念によって正当化された．それは，良心の自

由を保証し礼拝の自由を保護する法的なライシテ

の名においてヴェールを禁ずることに限界があっ

たからである．しかし，この法律制定の際にライ

シテの名においてムスリムのヴェールはフランス

になじまないとする言説がフランス右派に広まっ

た．それは，カトリックをフランスのルーツとす

るライシテであった．これはどういうことか．「非

宗教性」と日本では訳されるライシテは，宗教的

に自立した政治権力が，宗教的中立性の立場から，

国家と諸教会を分離する形で，信教の自由を保証

しようとする考え方やその制度のことを指す．そ

れは法的枠組みであるが，国民国家のイデオロギ

ーとしてさまざまな価値観とも結びつく．それゆ

え現在のフランスには，法的枠組みとしてのライ

シテ以外の用法で用いられるライシテが濫立して

いる．それはすなわち，社会の言説としてのライ

シテ，フランス的な価値としてのライシテ，フラ

ンスのアイデンティティとしてのライシテなどで

あり，それらライシテが公的秩序に訴え 2010 年の

法制定を下支えした．アイデンティティとしての

ライシテは，2010 年代に極右にも左派にも拡散し

ていった（伊達  2018: 15, 38-45[19]; 只野  2007: 

69[22]）． 
ドイツでは，フランスと異なり，ムスリム女子

生徒のヴェールは宗教的自由権の当然の行使とし

て容認された．ドイツでヴェール着用の可否が論

争されたのは公立学校の教師であった．これに対

してフランスでは，教師がヴェールの着用を許さ

れないこと自体は全く問題とはならなかった．ま

た，ドイツにおいてこの論争に関与したのは連邦

政府ではなく州政府であった．さらに，ドイツの

ヴェール禁止法の大半はとくにムスリムのみを対

象としており，キリスト教のシンボルに関しては

適用の除外が明記された（Joppke 2009=2015: vi, 34, 

91, 212[4]; 内藤 2007a: 21-2[15]）． 
イギリスでは多文化主義政策がとられ，ヴェー

ル自体を排斥しようとしたものは皆無であった．

また，ヴェール論争の主戦場は，フランスとは異

なり，公共領域における／についての議論ではな

く，個人の権利を巡る裁判にあった．ムスリムの
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ヴェールを取り扱う際のイギリスの基本的な政策

方針は，個々の学校による地域レベルでの決定が

最善というものであり，貴族院による最終判決で

信仰の自由についての規定である欧州人権条約の

第九条の侵害に当たらないものと判断された．顔

全体を覆うニカブのようなヴェールについては，

高等法院の判決の見解にあるように，「信仰を表明

する自由」は絶対的なものではなく，「他人の健康，

安全，ならびに権利と自由の保護」を理由に制限

されうるとされた（安達 2013: 318-20[7]; Joppke 

2009=2015: 178[4]）． 
合衆国の場合，フランスと比べ，公共空間に入

るにあたって宗教的な衣装を着脱することを人に

求める傾向ははるかに少ない．合衆国では，公的

生活から宗教を追い払おうとはしないからである

（Whitman 2008: 100[6]）． 
このように，ムスリム女性のヴェールは，西洋

諸国のなかで，問題にすらされない国も，問題と

される国もあり，また問題視される場合でも，誰

を，どの程度，何を根拠に問題視するかは国（や

州）によって異なる． 
 

3.3. 制度の経路依存性という要因 
上にあげた国は，いずれも近代社会の基本原理

であるリベラリズムを標榜する自由主義国家であ

る．それにもかかわらず，このような違いが生じ

るのはなぜか．先行研究を検討すると，大分して

二つの要因が存在することがわかる． 
第一の要因は，受入国の社会制度の経路依存性

である．社会制度は，その国の憲法に基づき，ま

たその国の歴史や文化に刻印され，つまり経路依

存的に作られている．ある特定の宗教的なものの

見方に刻印された例として，J.ロックの寛容モデル

があげられる．U.ベックによれば，ロックは宗教

的寛容と宗教的自由を宗教中立的な立場から規定

しようとしたが，ロック・モデルにおける公共空

間それ自体がプロテスタント的に定義されており，

正統派ユダヤ教，正統派カトリック，正統派イス

ラム教が少なくともそのままの形では共有し得な

いものであった（Beck 2008=2011: 174-5[23]）． 
さて，フランスとイギリスのヴェール論争を，

両国の経路依存的な制度要因において比較してい

るのが安達である．彼によると，両国とも戦後の

移民流入とそれにともなう文化的多様性の増大に

より，既存の社会統合のあり方が問われていると

き，ヴェール問題が生じた．ところが，その問題

の扱われ方やその後の展開は，両国の経路依存的

な制度要因によって大きく影響を受けた．政教分

離を明確な国是としたフランスでは公立学校のヴ

ェールが問題化されやすかったのに対し，政治が

市民社会の自律性を承認するイギリスではヴェー

ルは社会構造を揺るがす問題として議論されず，

個々の裁判や学校の措置によって対処された（安

達 2013: 320[7]）． 
ヨプケは，フランスとイギリスの違いを両国が

持つリベラリズムの違いとして説明する．彼によ

れば，リベラリズムには二つの顔がある．すなわ

ち，さまざまな生の様式を調停する暫定協定とし

てのリベラリズムと，それ自体が自律的かつ合理

的に営まれる一つの生の様式としてのリベラリズ

ムであり，イギリスは前者，フランスは後者に該

当する．イギリスのリベラリズムは個人の選択を

最優先し，公的な「人格形成」に対する不干渉を

旨とするリベラリズムであり，他方フランスのそ

れは公私を峻別し，公的領域では単なる私的な関

心や流儀を厳格に排除する．リベラリズムの歴史

的起源は宗教の私事化にあり，フランスではライ

シテと呼ばれる．リベラリズムのもつ二つの顔に

応じて，ヴェールへの対応にもリベラリズムの範

囲内で二つの両極端の態度がありうる．フランス

は共和国の名においてリベラリズムの枠内でヴェ

ールを禁止し，他方イギリスは容認する（Joppke 

2009=2015: v-vi, 50, 141[4]）．つまり，近代の基本原

理の一つであるリベラリズムが歴史的に二つの異

なる発展をとげ，それがヴェールへの対処策に違

いを生んだとヨプケは考える． 
合衆国とフランスのヴェールへの対応の違いを，

両国の国家と教会の分離の型の相違から説明する

のがホイットマンである．彼によれば，両者の国

家と教会の分離の仕方の違いは歴史に由来する．

フランス（を代表とするアルプス以北の大陸欧州）

では，国家が長い時間をかけて教会が果たした機

能を引き受けていった．フランスのライシテも，

国家がカトリック教会の歴史的機能を引き継いだ

ものである．例えば，ルイ 14 世の治世において，

フランスは「公的」空間において単一の宗教文化

を持たねばならず，カトリック以外の不適切な宗

教は「公的」アリーナから排除されなくてはなら

なかった．この構造は，世俗主義のフランス共和

国において公共空間をカトリック教会ではなくラ
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イシテが占める形で継承され，あらゆる宗教は私

事的なものとして公共空間に持ち込むことは許さ

れないという形をとることとなった．つまり，フ

ランスでは，教会の社会的使命は国家にとって代

わられ，教会の法的権限は国家の法的権限へと変

容し，公共空間は国家のみが統治するものとして

定義づけられ，宗教的表現はそこから排除された

（Whitman 2008: 91-8[6]）． 
合衆国の法はアングロ・アメリカンの歴史的産

物であるが，このアングロ・アメリカンの伝統に

おいては，中世の教会が果たしてきた機能の多く

を国家が引き受けることはなかった．例えば，合

衆国では婚姻は宗教の職員によって執り行われる

ことが通常であり，私的な慈善が盛んで，国家が

貧者や弱者のケアに対して現実に責任をもつこと

は想定されていない．合衆国では教会は，フラン

スとは異なり，カリスマ的権力も政治的な力も喪

失していない．教会は今でも独立した政治的アク

ターであり，政府に強力な影響力を行使すること

ができる．要するに，合衆国では，教会の社会的

使命は教会の社会的使命のまま残り，教会の法が

国家の法となることはなく，公共空間から宗教的

表現が排除されることはなかった（Whitman 2008: 

91-8[6]）． 
このような国家と教会との関係の歴史的な展開

の差異がヴェール問題への対応の違いを生んだと，

ホイットマンは見ている．フランスは「公」と「私」

の区別に依拠する．この区別は，遅くとも 1685 年

のナントの勅令の廃止以来続いており，残虐な方

策がとられる危険性を有する．すなわち，それは

問題とされる特定宗教集団への公的攻撃――17 世

紀はユグノーに対する激しい宗教的弾圧，そして

現在はムスリムに対するヴェール禁止法――を生

む．これに対して，合衆国では上述の理由により，

宗教が公的生活から追い払われることはないため，

公共空間におけるムスリムのヴェールも問題化さ

れない（Whitman 2008: 99-100[6]）． 
以上から，リベラルな民主主義諸国家において，

ヴェール問題が異なる様相を帯びるのは，リベラ

リズムの発展の仕方や国家と宗教の関係が，各国

の歴史的経路依存性によって異なるからだという

ことが言えよう． 
 
3.4. アイデンティティという要因 
二つ目の要因は，「われわれ」と「彼ら」を区分

するアイデンティティである． 
ドイツの場合，アイデンティティとの関連でヴ

ェール論争が生じた面が強いと先行研究は指摘す

る．ドイツではいくつかの州において，キリスト

教とユダヤ教の宗教シンボルは適用除外として，

ヴェールを禁ずる法律が制定された（ Joppke 

2009=2015: 117[4]）． 
ヨプケによれば，ドイツではフランスのように

国家と教会とが絶対的分離をしているわけではな

いため，本来，宗教が公的領域に侵入することを

絶対的に阻止する論理は成り立たず，宗教的シン

ボルを一律に禁じることは難しい．また，フラン

スでは共和制とライシテに依拠した明確な（国家

の）自己規定は国家の中立性を巡る手続き的な普

遍主義と調和できたのに対し，ドイツでは中立性

と「キリスト教的―西洋的」な国という自己規定

とがそれぞれ異なる要請をし，一方を実現しよう

とすると他方を踏みにじることになる．宗教を容

認する中立性というドイツの伝統を拡張させる場

合，ヴェールを着用したムスリム女性教師は，同

じくヴェールを身に着けたカトリックの修道女が

すでに受け入れられているのと同様に公立学校で

受け入れられるであろう．しかし，これは「キリ

スト教的―西洋的」な国家という伝統的な自己規

定を侵食してしまう．より厳格なフランス型の中

立性に近づけた場合，国家がヴェールを違法化す

るならすべての宗教的シンボルを禁止しなければ

ならなくなり，そこにはキリスト教的なシンボル

も含まれる．この場合も，「キリスト教的―西洋的」

というドイツの国家の自己規定を放棄するよう強

いられる． 
よってドイツでは，ムスリム女性のヴェールを

禁じる場合，キリスト教を表象する十字架とムス

リムのヴェールに対する扱いの相違が問われた．

なぜキリスト教の十字架は許され，イスラムのヴ

ェールは禁ずべきかという論争について，イスラ

ムのヴェールは男女平等という民主主義的な価値

への反対という政治的意味をもつ宗教的シンボル

とみなされ拒絶され，キリスト教徒の身に着ける

シンボルはそれが「われわれの」文化の一部だと

いう理由で受け入れられた．ここでは，「キリスト

教的―西洋的」な「われわれ」と「彼ら」の間に

排他主義的な区別がつけられている．この点で，

ドイツは実質においてナショナリスト的な対応を

とった（Joppke 2009=2015: vi, 91-136[4]）． 
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ドイツのとった行動は，内藤の研究では「排外

主義」（内藤 2007b: 202[24]），ヨプケの研究では「ナ

ショナリスト的な対応」（Joppke 2009=2015: vi[4]）

と表現され，対するフランスはライシテというリ

ベラルな制度とムスリムのヴェールの衝突という

分類がなされている（Joppke 2009=2015[4]; 内藤 
2007a[15], 2007b[24]）．しかし，フランスでナショナ

リスト的対応がなされたことがないわけではない．

ここで取り上げた内藤やヨプケの研究の出版年が

それぞれ 2007 年と 2009 年で，それ以降の時期は

考察の対象外となるが，2010 年のブルカ禁止法で

はナショナリスト的対応がとられている（注 5）．伊

達聖伸によれば，ブルカ禁止法成立の社会的背景

にはカトリックが文化に転換された「カト＝ライ

シテ」が存在する．それは，全身を覆うヴェール

をフランスというアイデンティティが挑戦を受け

た問題としてとらえた（伊達 2018[19]）． 
フランスでは近年，公的秩序に訴えるアイデン

ティティとしてのライシテが広まっている．既述

のように，ライシテは，本来，国家と諸教会を分

離する形で，信教の自由を保障する考え方や制度

（法律）のことをさす．ところが，ライシテは同

時に多面的な複合体でもあり，その複合体の一要

素がアイデンティティとしてのライシテである．

このライシテは，「カト＝ライシテ」と呼ばれ，か

つては敵対相手だったカトリックを，今度は和解

を遂げたパートナーとしてフランスのアイデンテ

ィティに組み入れ，フランスのルーツと見なす．

2000 年代，2010 年代のフランスでは，「治安」を

重視する姿勢やライシテをフランスのアイデンテ

ィティと見なす社会の言説が，政治家やメディア

において広まった．フランス的価値としてのライ

シテの名において，ムスリムのヴェールはフラン

スになじまないという言説が右派に限らず広まっ

ていった（伊達 2018: 12-45[19]）．ここで問題とな

っているのは，アイデンティティである． 
E.デュルケムは，ある行為はそれが超越的な権

威をもつ集合意識を冒涜するからこそ犯罪的であ

るとされる，換言するなら，傷つけられた集合意

識からの反作用として刑罰が科されると指摘した

（Durkheim [1893]1960=1989: 140-8[25]）．彼に倣え

ば，ドイツやフランスにおいて「政治的意味をも

つ」や「治安」を根拠にヴェールを禁ずる法が制

定されたのは，「傷つけられた」と感じたアイデン

ティティという集合意識の反作用ゆえにであると

解釈することができよう．アイデンティティの棄

損による制度制定である． 
これに対して，合衆国でヴェールが問題化され

ないのには，現代アメリカのアイデンティティの

構成要素も関係があるようだ．F.フクヤマによれ

ば，現代の合衆国では，アイデンティティ（注 6）は，

言語と民主政治への愛着から構成されている．建

国当時は，この二つに加えて「プロテスタント」

という宗教や「アングロサクソン」という民族も

アイデンティティの構成要素であったが，多様な

移民の流入により 20 世紀半ばには国民を民族や

宗教で定義することは不可能となり，アイデンテ

ィティは上の二つとなった（Fukuyama 2018=2019: 

208-13[26]）(注 7)．このように，アイデンティティか

ら宗教が切り離されていることも，ムスリムの宗

教的価値観や振る舞いがアメリカでそれほど問題

視されない理由の一つであろう．そして同時に，

アイデンティティの構成要素に言語が含まれてい

ることが，「アメリカにおいて移民を取り巻く文化

統合の主たる問題が言語」（Joppke 2017: 25[13]）で

あること，すなわちヒスパニック系移民の話すス

ペイン語であることの理由の一つであろう． 
他方のムスリム女性も，ドイツにおいてもイギ

リスにおいても合衆国においても，信仰心からの

みならず，アイデンティティの印としてヴェール

を身に着けている面がある．とくに，移民第二世

代のなかには，家族の出身地域の伝統文化から距

離を取ろうとするが，受入国にたやすく適応でき

るわけでもなく，そうしたなかで「普遍的」なイ

スラムを選び取り，新たなアイデンティティを獲

得する者も少なくない（内藤  2007b: 194[24]; 

Fukuyama 2018=2019: 102-3[26]; 安達 2013: 372-3[7], 

2020[9]）．この意味においてヴェール論争には，ア

イデンティティ同士の衝突という側面もあるのだ

ろう． 
以上の先行研究から分かるのは，第一に，アイ

デンティティの構成要素が何であるのかによって

ヴェールが問題視されたりされなかったりするこ

とである．第二に，ヴェールがアイデンティティ

を脅かすと受入国側からとらえられると，それが

ヴェール禁止の根拠とされ，法制定に至ることが

あることだ．第三に，フランスのライシテや合衆

国の民主政治（への愛着）に見られるように，制

度がアイデンティティの構成要素になりうること

だ．第四に，ドイツやフランスにおけるキリスト
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教のシンボルに見られるように，宗教が「われわ

れの」文化へと変換され，熱心なキリスト教信者

以外の者をも包含するアイデンティティの構成要

素になりうることだ．ヨプケとトルペイが指摘す

るように，国家の中立性は宗教については可能だ

が，文化については不可能だという点において，

宗教と文化は異なる．国家は歴史的構成物であり，

国家が市民にナショナルな文化の保護を強いるこ

とを回避することはできないからである（Joppke 

and Torpey 2013: 5[5]）． 
以上「3」では，先行研究を検討し，まず，欧米

諸国においてムスリムのヴェールが問題化される

か否か，問題化される場合いかなる場面で誰のヴ

ェールが問題化されるのかが，国によってどのよ

うに異なるかをまとめた．次いで，異ならしめる

要因として各国の制度の経路依存性と，その国の

アイデンティティの構成要素があげられることも

指摘した． 
 

４．宗教が関連した文化摩擦の構図 

 ここでは上で得られた知見を基に，文化摩擦の

ヴァリエーションが生じる構図をある程度一般化

可能な形で示したい． 

作業の第一段階として，リベラリズムを取り上

げる．フランスもイギリスもドイツも合衆国もリ

ベラリズムを標榜する国家であるが，公共空間に

おけるムスリム女性のヴェールが問題化されるか

否か，される場合も誰がいかなる形で問題化され

るのかは，国の制度の経路依存性によって異なっ

ていた．ならば，社会制度にかかわる文化摩擦の

争点を，一方のリベラリズムという政治思想の理

念型のようなものと，他方の各国において具現化

されたリベラルな政治思想や制度の二つに分析上

区分することができるであろう． 

 リベラリズム自体，厳密には体系的思想である

わけではない（金田 2012: 48[27]）が，それでも「リ

ベラリズム」という一つの用語で指示されるよう

な理念的構築物がある．ある政治理論の教科書に

はこう書かれている．「広く，リベラリズムとよば

れる構築物に共通する特徴として，個人の自由あ

るいは自律性を尊重する個人主義の理念に基づい

て，絶対的権威や権力を拒絶する思想であるとい

うことができる」（金田 2012: 48[27]）．ここでは，

そのような「共通する特徴」を有するリベラリズ

ムの思想を「I」とする．この「I」には，リベラリ

ズムのみならず，一般に近代の基本原理と呼ばれ

るものを含める． 

次いで，近代の基本原理に基づき各国で経路依

存的に形成された思想や社会制度を「II」とする．

思想が国によって異なる例としては，「自由」の内

実が 19 世紀のイギリスとフランスとドイツとで

それぞれ異なっていたことがあげられる（西尾 

1977: 196-7[28]; 田中 1977: 204-5[29]）．制度が異な

る例としては，信教の自由の保障の仕方がある．

リベラルな民主主義にとって信教の自由を保障す

ることは必須であるが，信教の自由を保障するに

しても，政教分離原則を採用するのか否か，採用

してもどの程度の分離を求めるのかは国によって

異なり，大きく分けて次の三つの類型が存在する．

すなわち，第一に，政教分離原則を採用せず国教

制度を採用するものの，国家が国教以外の宗教に

対して寛容であろうとする型（イギリス），第二に，

国家と宗教団体を一応分離し，それぞれ固有の領

域における独立性を認めるとともに，競合する事

項については政教条約を締結して相互関係を処理

する型（ドイツ），第三に，信教の自由を保障する

と同時に，国家と宗教を厳格に分離し相互に干渉

しないようにする型（フランス，合衆国，日本）

である（阪口 2007: 52-3[21]）． 

さらに，各国のアイデンティティを「III」とす

る．何がアイデンティティの構成要素なのかによ

っても，文化摩擦の現象形態は異なりうる．先述

のフクヤマによれば，現在の合衆国では，アイデ

ンティティの構成要素に宗教は含まれていなかっ

た．これも一因として作用しているのであろう．

合衆国では公共空間でのヴェールは問題化されに

くい．反対にドイツでは「キリスト教的―西洋的」

なアイデンティティが少なくとも州レベルでは作

動し，それとの関連でヴェールが問題化された． 

では，「II」と「III」はいかなる関係にあるのか．

フランスでは近年「カト＝ライシテ」とでも呼ぶ

べきアイデンティティが登場し，このアイデンテ

ィティを根拠に，「政治的意味」を有すると見なさ

れたムスリムのヴェールのみが問題化され，それ

を禁ずる法律が制定された．ライシテは，元来，

国家と諸教会を分離する形で信教の自由を保障す

る考え方や制度のことであり，政治的には共和派，

つまり左派の原理であった（伊達 2018: 13-5[19]）

ことを考えるなら，ムスリムに対する反感が高ま

るなかでの「カト＝ライシテ」による 2010 年の法
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律制定は，元来のライシテの思想や制度（II）が，

カトリックと結びつくことで「カト＝ライシテ」

という，主として右派から生まれ極右や左派にも

拡がったフランスのアイデンティティ（III）とな

り，それが主な推進力となって 2010 年の法律（II）

制定に至ったという構図を描くことができよう．

このように「II」と「III」は相互に影響を与え合う

関係にあり，一方の変化は他方を変える可能性が

ある．もっとも，両者は論理的に両立する関係に

あるケースもあれば，ドイツの事例のように「II」

の国家の中立性と，「III」の「キリスト教的―西洋

的」というドイツの国家の自己規定とがヴェール

への対応に際して両立しないケースもある． 

そして，移民が抱く宗教的価値観や行動を「IV」

の位相におく．この宗教的価値観の内実は，先に

確認したように，信仰する宗教によって異なり，

また同一宗教であっても異なりうる．「IV」の位相

には，移民以外に先住民などのマイノリティの抱

く宗教思想も含まれる．「IV」は，時に「II」や「III」

と異なったり，対立したりする．ヨプケはヴェー

ルを「アイデンティティの鏡」と呼んだ．彼によ

れば，アイデンティティという主題はリベラルな

主題と密接に結びついている．ヴェールという鏡

によって，受入国の人々は，自らのアイデンティ

ティを直視せざるをえなくなるだけでなく，自分

たちがどのような社会や公的制度を持ちたいのか

再考せざるをえなくなるからである（ Joppke 

2009=2015: vii-viii[4]）．ここでは，「VI」の具体的表

れとしてのヴェールが「III」を刺激し，「II」の形

成・修正に影響を及ぼすという構図がとられてい

る． 

さらに，キリスト教も考慮に入れなくてはなら

ない．その理由は，一つには，「I」の「普遍性」，

すなわち近代西洋の普遍主義はキリスト教由来の

普遍性だという点にある．啓蒙主義を初めとする

近代西欧の諸思想は，キリスト教との対決・格闘

のなかから生まれたものだが，それゆえキリスト

教の思考の型，枠組みなどの影響を受け，それを

部分的に継承している．例えば，主権や人権や近

代的民主主義などはキリスト教の産物で，主権や

国家といった考え方はみな神のアナロジーである．

また，近代西欧の聖俗分離の考え方は，中世キリ

スト教社会の世界観が継承されたものである．さ

らに，近代の自然科学，社会科学は，中世のキリ

スト教がギリシア哲学由来の理性を宗教的な意味

で再解釈し是認したことでスタートし，後にキリ

スト教的文脈と離れても，時にはキリスト教に反

対してまでも，理性的にふるまう理性主義を生み

出した．ネーションやナショナリズムですら，キ

リスト教的な発想から生まれた（橋爪・大澤 2011: 

261, 277-83, 316[30]; 内藤  2004: 61-2[10]; Joppke 

2015: 52-72[31]）． 

こういった意味において近代西欧の普遍主義は

キリスト教由来の普遍主義であり，この普遍主義

を受け入れることが移民には期待されている．現

在ではムスリムの世界においても政治思想の西欧

化は血肉化され，人の支配や法人制度や領土国民

国家制度は，多くのムスリムにとって当然の前提

とされている（中田 2015: 205[16]）が，ムスリムの

なかには別の思考の型をもつ普遍主義を堅持する

者もいる．例えば，近代西欧社会においては聖俗

分離の考え方を取るのに対して，原理的にいえば

イスラムおいて信仰に関して公的領域と私的領域

を区別する発想がなく，聖俗分離の発想もない．

また，近代西欧社会においては憲法という「人の

法」を至高のものとするのに対し，イスラムにお

いては内的思惟としての信仰と，外から見ても分

かる行為規範としての「法」とを分離することも

できない．よって，ヴェール論争はキリスト教由

来の西欧近代とイスラム教という普遍主義同士の

衝突という側面もあると内藤は指摘する（内藤 

2004: 62[10], 2007a: 14-25[15]）．そうであるなら，衝

突は，論理的には，一方の「II」や「III」と他方の

「IV」との間の衝突のみならず，「I」と「IV」の

普遍と普遍との間においても生じうる． 

第二の理由として，キリスト教が国によっては

社会制度（II）やアイデンティティ（III）と結びつ

き，影響力を行使していることがあげられる．制

度については，例えばドイツでは，ドイツの（州

の）学校教育法でキリスト教の十字架はキリスト

教が「宗教から文化へと変換されたおかげで，中

立性の要請を侵害することなく特別扱いされ」

（Joppke 2009=2015: 120[4]）許され，他方でムスリ

ム女性のヴェールはそれが政治的意味を持つとい

う理由で禁じられた（Joppke 2009=2015: 118-21[4]）．

ここでは，文化に変換されたキリスト教を取り込

む形で制度が制定されている．また，先に述べた

ように，フランスの 2010 年のブルカ禁止法も，文

化やフランス的価値へと変換されたカトリックを

その構成要素に取り込む形で制定された．これら
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の事例では，各国の制度（II）形成にその国の多数

派宗教が影響を与えている．アイデンティティ

（III）についても同様で，ドイツでは，少なくと

も州レベルでは「キリスト教的―西洋的」アイデ

ンティティが，フランスでは「カト＝ライシテ」

というアイデンティティが，キリスト教と結びつ

く形で形成されていた． 

 以上の議論をまとめよう．近代社会の基本原理

（Ⅰ），受入国の経路依存的に形成された社会制度

や思想（II），受入国のアイデンティティ（III），移

民や先住民の有する宗教的価値観（IV）がヴェー

ルを巡る文化摩擦の争点を形成する重要な構成要

素となっている．各国は，「I」の基本原理に照ら

し合わせ，かつ各国の歴史的事情に刻印されつつ

「II」の社会制度および思想や「III」のアイデンテ

ィティを形成する．「II」と「III」とは互いに影響

を与える関係にある．そして，「II」や「III」のあ

り方の違いによって，移民の宗教的価値観である

「IV」と衝突する現象形態が変化する．むろん，

「IV」の内容の違い，つまり移民がどのような宗

教的価値観をもつかによっても，「II」や「III」と

「IV」の間の衝突の現象形態は異なる．さらに，

論理的には「I」と「IV」の衝突もありうる．キリ

スト教は，「I」に影響を与え，また各国の歴史的

事情に応じて「II」や「III」のあり方にも影響を与

える． 
 

５．上記構図を用いた解決策の分析 

 上記構図はどの程度の有効性をもちうるのか．

ここでは，ドイツの著名な哲学者や社会学者がム

スリムとの文化摩擦にいかに対処すべきと論じて

いるかを，上記構図を用いて分析することで本構

図の有効性の一端を示したい (注 8)． 
 

5.1. ハーバーマス 

 最初に取り上げる J.ハーバーマスは，ドイツで

移民問題がムスリム問題として認識される傾向が

強まった 1990 年代にこの問題を政治哲学的に論

じ始めた著名な哲学者である． 

彼は，国家権力の世界観的中立性を主張する．

彼によれば，民主的法治国家が移民に要求できる

同化の段階は憲法原理への同意までであり，倫理

的・文化的統合レベルの同化は要求すべきではな

い．憲法原理への全住民の同意のもと，倫理的・

文化的差異は移民のそれも主流派のそれも対等に

位置づけられるべきで，同様のことが宗教的世界

観や世俗主義的世界観にも当てはまる．憲法原理

の解釈は変化する余地がある．移民の増大により，

市民が共有する憲法原則を解釈する地平は必要に

応じて拡張されるからである．そのような制定法

は手続きによって正当化される．手続き的合理性

は多数決に正当化の力を付与する．その結果は敗

れた少数派によっても受け入れられる．中断され

た討議が再開され，よりよいと思える論拠を提示

することで少数派が多数派になる可能性を民主的

プロセスが残す限りにおいて，少数派が多数派意

見を甘受できるからである．この民主的プロセス

では，決定の公正さは手続きが実際に貫徹される

という事実にのみ依拠する．ここで重要な役割を

果たすのがコミュニケーション的理性であり，彼

は宗教的世界観の対立のなかでも理性の規範的な

独自性を守り通す姿勢を崩さない．また，移民に

憲法原理への同意という意味での政治的社会化の

みを要求するという方法によって，国家は共同体

のアイデンティティを移民の流入によっても守る

ことができる．というのは，そのアイデンティテ

ィは政治文化に根をおろす憲法原理を土台にして

いるからであり，このアイデンティティは憲法愛

国主義と呼ばれる（Habermas 1992=2003: 260[32], 
1996=2004: 256-61, 314-9[33], 2005=2014: 8, 132, 

298-9[34]）． 

 彼の主張を本稿の構図を用いて解釈するなら，

国家権力の世界観的中立性の試みは，主流派文化

に歴史的に刻印された制度（II）から主流派の文化

的要素を討議によって次第に取り除き，各文化の

価値観（IV）に鑑みてより中立的な法（II）を創

設しようとするものと読める．そこでは主流派文

化も含めあらゆる文化的価値観が法制度（II）のも

と対等な位置，つまり移民の文化（IV）と同じ位

置に置かれる．ただし，手続き的合理性やコミュ

ニケーション的理性は普遍の原理として，諸価値

観の上に位置する近代の基本原理（I）に措定され

る．また，憲法愛国主義は倫理的・文化的価値観

から中立な政治文化に根差すアイデンティティ

（III）の創設の試みであるといえる． 

 

5.2. ベック 

次に取り上げる社会学者のベックは，ハーバー

マスの「宗教に対して中立的な憲法国家のモデル」

を，憲法にしたがって調整されるという意味で国
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家の強制権に頼ることができない事例，すなわち

政治権力が欠落している世界政府なき世界社会に

おける摩擦事例にとって対処策となりえないと批

判し（Beck 2008: 198-200=2011: 232-5[23]），イスラ

ム教との文化摩擦を以下のような論理と「当事者

を 超 え た 規 制 的 審 級 な し に 」（ Beck 2008: 

200=2011: 235[23]）（注 9）調停する方策で解消しよう

とする． 

彼は，近代の多様性を認め，諸宗教に規定され

た近代の存在を認める．あらゆる世界像が並置さ

れ，キリスト教の普遍主義も西洋世俗的合理性の

普遍主義もイスラム教の普遍主義も，それぞれコ

ンテクストに規定された普遍主義にすぎないとさ

れる．彼は，諸世界像の対立を，唯一の真理と多

くの真理の両者の共存を土台とする「真理にも平

和にも優先権を認める」（Beck 2008: 239=2011: 

285[23]）方策によって解消しようと試みる．そのう

えで，物事の調停は，所与の変更不可能な真理で

はなく，人間同士によって合意された，暫定的で

変更可能な真理に，最終的には規則，契約，手続

きに立脚する宗教の世界市民的コスモポリタニズ

ムに基づきなされるべきだと主張する．真理の改

定可能性は，近代の基本原理にも及ぶ．合意や手

続きによる規範の制定と改定を重視する点はハー

バーマスと似ているが，コスモポリタニズムを標

榜するベックは，国家の強制権に依拠するハーバ

ーマスとは異なり，当事者を超えた規制的審級な

しに合意に達する方途を探り，それぞれの利害関

心がより大きな共同体の利害関心と両立するよう

な解決策を導き出すよう提唱する．また，彼はあ

らゆる文化，宗教，アイデンティティは不純なも

のだと説き，グローバル化の進展によりアイデン

ティティは雑種化すると見る（Beck, Bonß und Lau 
2001: 25-6[35], 2004[36]; Beck 2008=2011[23]; Beck and 

Grande 2010: 415[37]）． 

 ベックの思想を「4」の構図を用いて分析するな

ら，彼は西洋の世俗的合理主義に基づく科学的真

理も宗教的真理も，移民の宗教的価値観と同じ

「IV」の文化として並置する．文化摩擦は，さま

ざまな価値観（IV）の間の討議によってその都度

の暫定的な合意が目指される．制度（II）も討議に

より変更される．近代の基本原理も西洋以外の地

域の再帰的近代化の研究の進展につれて改定され

る可能性があると考える点で，近代の基本原理は

暫定的に「I」に位置づけられ，西洋近代のそれに

すぎない可能性が指摘される．アイデンティティ

は，雑種アイデンティティへと変化し，それによ

って主流派のアイデンティティ（III）と移民のア

イデンティティ（VI）の間の摩擦は次第に解消す

ると彼は考える． 
 

5.3. ヨプケ 

最後に取り上げるヨプケは，このテーマに関し

てある時期までハーバーマスと見解を同じくする

部分があった．例えば，イスラムとの邂逅は多数

派と少数派の双方の文化から同等に距離を取る

「手続き的なポスト国民国家」への変容を促すと

いう仮説を 2006 年に提示し（Joppke and Torpey 

2013: 2-3[5]），2009 年には憲法愛国主義を隠れエス

ニック・ナショナリズムの地域的復活を打ち負か

していくアイデンティティだと評価している

（Joppke 2009=2015: 212[4]）． 

しかし 2010 年代から彼はそれらの考えを批判

し，多文化主義を評価するようになった．彼はト

ルペイとの共著において，国家は「国家の中立性」

を掲げる手続き的なポスト国民国家へ至るという

仮定は安直だと批判する．法治政治は政治であり，

政治には法律家以外のアクターが含まれ，常にバ

ックラッシュの可能性を孕むからである．この可

能性に鑑みればムスリム統合問題に関して強調点

を中立性からリベラリズムに移すのが賢明だ，と

彼らは判断した．歴史的にも西洋諸国はバックラ

ッシュに対してリベラリズムを積極的に守ってき

たからである（Joppke and Torpey 2013: 2-6, 7-9, 

161[5]）．2017 年には彼はリベラルな多文化主義こ

そ解決策であると主張する．彼によれば，リベラ

リズムには偏狭ないし抑圧的な方向へ向かう可能

性が存在する．抑圧的可能性とは，イリベラルな

人物をどう扱うかという解決不可能な問題に関し

てイリベラルな衝動がリベラリズムにつきまとっ

てきたことを指す．現代欧州におけるキリスト教

徒とムスリムの扱いの違いもイリベラルなリベラ

リズムの所産である．イリベラルなリベラリズム

のもつ危険性を無効化するためにはリベラルな多

文化主義が必要だ，というのが彼の考えである

（Joppke 2017: 4-7, 153-65[13]）． 

2010 年代以降の彼の思想を本稿の構図で分析す

るなら，それは文化的価値観から中立な国家は今

のところ不可能との認識のもと，リベラリズムと

いう近代の基本原理（I）を参照しつつ，イリベラ
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ルな要素を持つ社会制度（II）をリベラルに改変し

ていくというものである．よって，彼においてリ

ベラリズムという近代の基本原理自体（I）が廃棄

されることはない．また，彼はリベラリズムの前

提を受け入れたうえで，それぞれの価値観やアイ

デンティティ（IV）を並置し認め維持するのが現

状では現実的な政策だとの立場をとる． 

  

5.4. 三者の比較 

三者を比較するなら，三者とも社会制度（II）の

改定可能性は視野に入れているが，近代の基本原

理（I）の改定可能性をどの程度視野に入れるかと

いう点において彼らの思想は異なることが分かる．

「I」に位置する諸原理のうち，ヨプケは少なくと

もリベラリズムは死守しようとし，ハーバーマス

は手続き的合理性やコミュニケーション的理性は

手放そうとはしない．その意味では，近代の基本

原理一般の改定可能性に言及しているベックの方

が，この点においてはより急進的であるといえよ

う．アイデンティティについては，ハーバーマス

が憲法愛国主義という新たなアイデンティティを，

移民を含むドイツ国民共通のものとして創設し，

多数派やムスリム等のそれをみな下位アイデンテ

ィティとするのに対し，ヨプケはそのような上位

アイデンティティを設定せずに各アイデンティテ

ィを温存させ並置する方策をとり，ベックはアイ

デンティティ自体が雑種化する方向性を示してい

ると解釈できる． 

ここでは，「4」で導出された構図をムスリムと

の文化摩擦の解決策について論じているドイツの

哲学者や社会学者の思想に適用し分析することで，

この構図が少なくとも彼らの思想分析にはある程

度有用であることを示した． 
  

６．おわりに 

 本稿では，移民と受入国社会の制度との間で宗

教が関連する文化摩擦が生じる諸要因について先

行研究を検討し，次いでムスリム女性が公共空間

で被るヴェールに関する論争を事例に，社会制度

が絡む文化摩擦について，ある程度一般化可能な

構図を抽出した．さらに，その構図が少なくとも

ある程度有効であることを示した． 

具体的には，西洋先進国における移民問題の発

生に関して，まず，移民の宗教のみならず，社会

階層のような移民の属性も非常に重要な要因であ

ることを確認した．次いで，ヴェール論争に関す

る研究の検討から，経路依存的に作られた受入国

の制度の特徴やアイデンティティの構成要素が論

争の現象形態に影響を与えること，受入国側と移

民の双方における（各々によって解釈された）宗

教のもつ影響力が相当程度大きいこと，また，そ

れらの相互作用のなかで文化摩擦の現象形態が異

なりうることが確認できた． 

 留意すべきは，本構図の適用範囲が限定的であ

ることである．それは，特定宗教の信者の呼称で

ある「ムスリム」が，「トルコ人」や「パキスタン

人」といったエスニック集団に代わって，移民集

団をカテゴライズする呼称として西洋世界に認知

されるようになって以降の時代，とりわけ 9.11 以

降のムスリムに対する世界の眼差しがいっそう厳

しくなった時代における，キリスト教に基盤を持

つ西洋先進国における構図でしかない． 

しかし，近代の世俗主義と移民の宗教との対立，

各国の経路依存的に形成された制度と移民の宗教

の対立，文化と化した受入社会の支配的宗教と移

民の宗教的価値観との対立といった構図は，第一

に，西洋先進国における，一方のヴェールと，他

方の社会制度（および社会制度との対立の様相を

帯びた主流派宗教）との対立の解決策を様々な研

究者が検討する場合に，どの部分をどのように調

整することで解決しようとしているのかを分析す

る際の有用なツールとなりうる．また，この構図

は，ヴェール論争自体が複数の争点をもつがゆえ

に，ヴェール以外の事例についても，すなわちム

スリムの宗教とキリスト教を基盤とする諸国家に

おける社会制度とが絡む文化摩擦について分析し，

その解決策を考える際にもある程度の有効性をも

つ可能性がある．そのことの一端を本稿ではドイ

ツの哲学者や社会学者が考案した，ムスリムとの

文化摩擦の解決策を，この構図で分析することで

示した． 
 

注 

注 1 本稿では，移民を「生まれた国から一時的

なものも含め，他の国に移り住んだ人」（永吉 
2020: 4[12]）の意味で用いる．その意味では，「在

留外国人」も「外国人労働者」も「移民」に含

まれる． 

注 2 本稿では，「ヴェール」をムスリム女性が被

るヘッドスカーフ全般の意味で使用する． 
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注 3 統計の数値は，2006 年から 2012 年までと開

きがある． 
注 4 例えば，合衆国では公共空間において宗教

的な衣装を着用しないよう求める傾向は大陸欧

州に比べてはるかに弱い（Whitman 2008: 100[6]）． 
注 5 ヨプケは，2013 年の共著において，2010 年

のブルカ禁止法を「政治的バックラッシュ」と

評している（Joppke and Torpey 2013: 161[5]）． 
注 6 フクヤマは「ナショナル・アイデンティテ

ィ」の語を使用している（Fukuyama 2018=2019: 

208-13[26]）が，現代では「どの国も一つ以上の

アイデンティティが存在し，それらは徐々にナ

シ ョ ナ ル な 形 を 脱 し つ つ あ る 」（ Joppke 

2009=2015: 206[4]）というヨプケの考えに倣い，

本稿ではナショナル・アイデンティティという

語を用いず，アイデンティティという語を用い

る（Joppke 2009=2015: 207[4]）． 
注 7 ハンチントンのように，宗教は今もなお合

衆国のアイデンティティの中心的な要素である

と主張する者もいる（Huntington 2004=2017: 

47[3]）． 
注 8 「5」で論じられている内容の詳細は，拙稿

（伊藤 2022[38]）を参照のこと． 
注 9 原書を参照し，翻訳とは異なる訳語を用い

た． 
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Abstract 
Western European countries have experienced a wave of immigration since the 1950s and have 

consequently faced several immigrants-related problems. One of those is the cultural clash between religious 
values of immigrants and social institutions of the host-nation. This paper aimed to inquire why appearance 
and seriousness of cultural clashes differ among Western democratic countries. Previous studies have shown 
that social stratification of immigrants, distance of their religion from the main religion of the host-society, 
and immigrant’s religion with or without rituals on public sphere play important roles in this issue. This 
paper derived the structural outline of cultural conflicts from previous studies on cross-national comparison 
of battles of Muslim women’s headscarf. The findings showed that immigrants’ religion on one side and 
institutions that are built path-dependently, identity, and major religion of a host-nation on the other are the 
major factors. Christianity’s effect on the modern Western secularism and basic principles in the way of 
thinking also makes it a factor. The interaction between these factors makes variations of appearance and 
gravity in cultural clashes. Finally, this paper analyzed solutions to cultural clashes given by three German 
scholars using the outline to show a part of its effectiveness. 
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